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梅本吉彦教授 履歴・業績
[履 歴]
ì [生年月日] 昭和15年10月14 日 東京都杉並区荻窪に生まれる
{学歴}
昭和34年3月 東京都立富士高等学校卒業
昭和36年4月 法政大学法学部法律学科入学
昭和40年3月 同大学卒業
昭和40年4月 法政大学大学院社会科学研究科私法学専攻修士課程入学
昭和42年3月 同大学院修士課程修了
昭和42年4月 法政大学大学院社会科学研究科私法学専攻博士課程入学
昭和48年3月 同大学院博士課程満期退学
[職歴]
i昭和50年4月 大東文化大学法学部専任講師
! 昭和53年4月 同大学法学部助教授
昭和54年4月 専修大学法学部助教授
昭和59年4月 同大学法学部教授(現在に至る)
平成15年10月 日本弁護士連合会に弁護士登録(第二東京弁護士会所属)
(現在に至る)
平成21年4月 東京理科大学専門職大学院総合科学技術経営研究科知的財 |
産 戦略専攻客員教授(現在に至る)
この間， 横浜国立大学経済学部， 新潟大学法学部， 早稲田大学法学部， 中i
3完2
| 央大学法学部， 立教大学法学部・ 大学院， 法政大学法学部， 明治学院大学
!法学部， 駒沢大学法学部の非常勤講師を歴任
【学会活動】
[学会役員]
〔民事訴訟法学会〕
昭和52年5月~昭和54年5月 民事訴訟法学会 理事
昭和58年5月~昭和61年5月 向上
昭和61年5月~平成元年5月 向上
平成7 年5月~平成10年5月 向上
平成10年5月~平成13年5月 日本民事訴訟法学会(学会名称変更) 理事
平成16年5月~平成19年5月 日本民事訴訟法学会 理事
〔日本私法学会〕
昭和55年10月~平成 4 年10月 日本私法学会運営懇談会 委員
!平成10年10月~平成12年10月 日本私法学会 理事
〔日本公証法学会〕
平成 9 年6月~平成15年6月 日本公証法学会 監事
平成15年6月~現在 日本公証法学会 理事
〔法とコンビュータ学会〕
昭和60年10月~現在 法とコンピュータ学会 理事
〔仲裁ADR法学会〕
平成22年7月~現在 仲裁ADR法学会 監事
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[現在の所属学会]
日本民事訴訟法学会， 日本私法学会， 法とコンピュータ学会， 日本公証法
学会， 日本交通法学会， 仲裁 ADR法学会， 信託法学会， 金融法学会， 日
米法学会， 日独法学会， 法と経済学会
[社会活動]
〔経済産業省・特許庁関係〕
昭和61年~昭和62年7月 社団法人 日本 航空宇宙工業会
る法制度検討委員会 委員
宇宙利用に関すi
民事訴訟法担i
電子取引調査研i
新技術の保護に関する委i
! 昭和61年度 ~平成15年度
i昭和63年度 ~平成元年
当
究委員会
特許庁工業所有権研修所 講師
財団法人 日本情報処理開発協会
委員
i 平成元年~平成2 年 財団法人知的財産研究所
員会 主査
! 平成2 年度 財団法人知的財産研究所 情報 検索システム委員会 委員
! 平成 2 年9月 ~平成 6 年3月 財団法人 日本情報処理開発協会 電子取引!
調査研究委員会 委員
平成 7 年度 財団法人知的財産研究所 知的財産訴訟手続検討委員会 委
員
平成 9 年~平成10年 財団法人知的財産研究所 知的財産の紛争処理に関
する調査研究グループ 責任者
平成10年7月 ~平成11年3月 財団法人知的財産研究所 ADR委員会
委員
知的財産権に関i
する裁判外紛争解決手続(ADR)に関する調査研究委員!
財団法人知的財産研究所平成12年6月 ~平成13年3月
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会 委員長
平成12年6月~平成13年3月 財団法人知的財産研究所 不正競 争防止法
の整備(ドメイン名と商標等との調整)に関する調査研究
委員会 委員
平成13年7月~平成14年3月 財団法人知的財産研究所 不正 競 争防止法
に関する調査研究委員会 委員
平成13年 9月~平成14年3月 日本商工会議所 商工会議所ADR標準対
応マニュアル作成委員会 委員長
平成13年10月~平成14年3月 財団法人知的財産研究所 グループ企業に
おける知的財産権の活用に関する調査研究委員会 委員長
平成14年6月~平成17年10月 産業構造審議会 臨時委員(経済産業省)
平成14年~平成15年 財団法人知的財産研究所 信託による知的財産権の
活用に係る法的諸問題の検討に関する調査研究委員会 委
員長
平成15年4月~平成16年3月 財団法人知的財産研究所 第一回大学にお
ける知的財産権研究プロジェクトに係る大学選定・ 支援事
業に関する委員会 委員長
平成15年9月~平成16年3月 財団法人知的財産研究所 知的財産の信託
制度導入に係る実務的諸問題の調査研究委員会 委員長
平成16年度~平成17年度 独立行政法人工業所有権情報・ 研修館 講師
民事訴訟法担当(特許庁所管)
〔文部科学省関係〕
平成3 年4月~平成5 年3月 私立大学等情報処理教育連絡協議会 情報 |
教育研究委員会第1 分科会 委員 | 
平成5 年4月~平成 6 年3月 社団法人私立大学情報教育協会 情報教育 |
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研究委員会第1 分科会 委員 ! 
平成6 年 1月~平成9 年 1 月 学術審議会専門委員(文部省)
平成7 年4月~平成15年3月 社団法人私立大学情報教育協会
教育振興促進委員会 委員(文部科学省所管)
情報倫理i
科学研究費委員会専門委i平成12年 1月~平成12年12月 日本学術振興会
員(文部科学省所管)
平成15年度 財団法人大学基準協会 判定委員会法学系専門審査分科会
委員(文部科学省所管)
平成16年度
平成17年度
財団法人大学基準協会
ム、
ZヨZ 主査(文部科学省所管)
相互評価委員会法学系専門評価分科i
相互評価委員会現代法学系専門評価!財団法人大学基準協会
分科会 主査(文部科学省所管)
! (国税庁関係〕
i 平成5 年9月~現在 税務大学校本科講師 民事訴訟法担当(国税庁所i
管)
i 平成21年10月~現在 税務大学校実査官研修講師 民事訴訟法担当(国税i
庁所管)
[その他]
昭和61年 1月~平成6 年5月 財団法人民事紛争処理研究基金 評議員
(文部省・ その後文部科学省所管)
平成6 年6月~平成15年5月 財団法人民事紛争処理研究基金 選 考委員
会委員(文部科学省所管)
平成9 年 2月�10月 東京弁護士会法友会新民事訴訟法実務フォーラ ム
パネラ } t t
-ーーーーーーーーーーーーー】ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー】ーー“ーーーーーーーーー司ー】】ーーーーーーーーーーーーーーーー】ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-，
376 
!平成10年3月~現在に至る 工業所有権仲裁センター(平成13年4月からl
日本知的財産仲裁センターに名称変更) 調停人・ 仲裁人
B 候 補者
平成12年 2月--7月 財団法人日弁連法務研究財団 次世代法曹教育の調
査研究 委員
平成14年12月~現在 虎ノ門法律実務研究会 副会長(第二東京弁護士会
弁護士研修認定団体)
平成15年6月~現在 財団法人民事紛争処理研究基金 理事(文部科学省
所管)
平成16年12月~現在 独立行政法人 環境再生保全機構 評議員(環境省 T
所管)
以上
i (著書1
r考える民事訴訟法-最新判例を中心にして- j(共同編 著)昭和51年4月
弘文堂
! r考える民事訴訟法一 最新判例を中 心にしてーj(第2版J (共同編 著)昭
和54年4月 弘文堂
1 r考える民事訴訟法-最新判例を中心にして- j(第2補正版J(共同編 著)
[業 績]
昭和56年3月 弘文堂
『考える民事訴訟法一最新判例を中 心にして- j(第3版J (共同編 著)昭
和58年4月 弘文堂
『 演習民事訴訟法 2 j (共 著)昭和60年7月 有斐閣
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i r知的財産の紛争処理に関する調査研究報告書j(編著) 平成10年3月 財l
団法人知的財産研究所 ! 
! r知的財産分野における裁判外紛争処理のあり方についての調査研究報告i
書j(編著) 平成11年3月 財団法人知的財産研究所
1 r知的財産紛争の迅速かっ実効性ある解決に向けたADRの整備に関する
調査研究報告書j(編著) 平成13年3月 財団法人知的財産研究所
『民事訴訟法j(単著) 平成14年4月 信山社出版
『情報社会と情報倫理j(編著) 平成14年9月 丸善
『民事訴訟法・ 新版j(単著) 平成18年4月 信山社出版
『民事訴訟法・ 第3 版j(単著) 平成19年9月 信山社出版
『民事訴訟法・ 第4 版j(単著) 平成21年4月 信山杜出版
『民事訴訟法・ 第4 版補正第2 刷j(単著) 平成22年4月 信山社出版
『情報教育事典』 編集幹事 平成20年 2月 丸善
! [論説}
! I相殺に基づく訴」昭和46年9月 法学志林69巻l号(法学志林協会)
「訴訟における相殺の意思表示」昭和49年9月 法学教室〈第2 期) 6号 | 
「クラ スアクションの手続上の諸問題」昭和50年3月 『独禁法違反に対す|
る損害賠償と消費者救済に関する調査研究j(公正取引委員会委託調!
査報告書) ・ 公正取引委員会事務局経済部調査課 l 
「裁判所」昭和50年9月 蔚藤秀夫=小室直人編 『民事訴訟法の基礎』青
林書院
! I相殺の抗弁」向上
i I判決の更正」向上
i I判決の無効」向上
! I裁判と法」昭和51年11月 高窪利一=高窪貞人編 『現代の法学』 蒼文社
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「貸金庫の差押をめぐる法的問題点J昭和53年8月 銀行実務 8 巻10号 i 
「相殺の抗弁と既判力J昭和54年3月 三ヶ月章= 青山善充編 『民事訴訟 i
法の争点』有斐閣 ! 
「破産宣告の効果 」昭和54年5月 宮脇幸彦= 竹下守夫編 『破産・ 和 議法
の基礎』青林書院
「法務判断の原理」昭和54年10月 小島武司編 『会社法務入門J青林書院
「不意打防止と訴訟法理論J昭和55年8月 月刊法学教室33号
「手形金請求訴訟と時効中断 J昭和56年2月 民事訴訟雑誌、 27号(民事訴
訟法学会)
「判例研究 の意義と方法(1)・(2)・(3・ 完)J昭和56年6月・ 7月・ 8月
法学セミナー 316号・ 317号・ 318号
「相殺 の抗弁と二重起訴の禁止」昭和56年7月 『新・ 実務民事訴訟講座 1 j 
日本評論社
「破産宣告の効果」昭和57年6月 宮脇幸彦= 竹下守夫編 『新版破産・ 和
議法の基礎J青林書院
「裁判と法」昭和57年10月 高窪利一= 高窪貞人編 『現代の法学・ 全訂版』
蒼文社
「法務判断の原理」昭和58年5月 小島武司編 『増補会社法務入門』青林
書院
「製造・ 開発・ 営業部門から見た法務」昭和58年5月 向上
「執行抗告と執行異議」昭和58年11月 三ヶ月章= 中野貞一郎= 竹下守夫
編 『新版・ 民事訴訟法演習 2 j有斐閣
「代理と訴訟担当との交錯」昭和59年1月 『講座民事訴訟3 ・ 当事者J弘
文堂
「弁護士料の算定と妥当性」昭和60年1月 法学セミナー361号
「民事訴訟における学説と実務の交錯 」昭和62年2月 月刊法学教室77号
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! I情報 化社会における民事訴訟法」昭和62年2月 民事訴訟雑誌33号(民i
事訴訟法学会)
! I相殺の抗弁」昭和62年6月 小山昇=中野貞一郎=松浦馨=竹下守夫編i
『 演習民事訴訟法』青林書院
i I裁判所」昭和62年12月 小島武司編 『現代裁判法』三嶺書房
i I明細書開示と権利解釈J昭和63 年3月 特許研究 5号(特許庁)
i I交通事故判例のコンピュータによる検索」昭和63 年3 月 交通事故の抑i
止と補償に関する学際的研究(報告書)・ぎょうせい
1 Iコンピュータと裁判手続き」昭和63 年4月 『情報 化白書・1988j財団法i
人 日本情報処理開発協会
「債権の回収行為と債権者取消権J昭和63 年5月 安達三季生監修 『債権
法重点論点研究』酒井書庖
「法律情報検索の現段階」昭和63 年6月 ジ、ユリスト増 刊 『ネットワーク
社会と法』有斐閣
「不在者財産管理人， 相続財産管理人および遺言執行者」昭和63 年7月
三ヶ 月章=青山善充編 『民事訴訟法の争点〔新版J j有斐閣
i I共同開発の紛争処理についての 一考察」昭和63 年9月 竜寄喜助先生還i
暦記念 『紛争処理と正義』有斐閣
i I交通事故判例のコンピュータによる検索」昭和63 年9月 加藤一郎編 『交
通災害の抑止と補償』ぎょうせい
! I光華寮事件について一民事訴訟法の立場から -J昭和63 年11月 専修大
学法学研究所報No. 5(専修大学法学研究所)
「情報社会と民事訴訟法」平成2 年 1月 自由と正義41巻 1号( 日本弁護
士連合会)
「紛争処理における損害の概念と賠償範囲-損害賠償請求と賠償請求額の!
特定について-J平成3 年12月 加藤一郎・木宮高彦編 『自動車事故i
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の損害賠償と保険』有斐閣
「営業秘密の法的保護と民事訴訟手続」平成 4 年 9月 法とコンピュータ
10号(法とコンピュータ学会)
rOA化における文書の電磁気ファイル化の法的問題」平成 4 年11月 特
許管理42巻11号(日本特許協会)
「知的財産紛争予防手段としての公証制度」平成5 年11月 特許管理43巻
11号(日本特許協会)
! r財団債権の意義と性質j平成 6 年1月 判例タイムズ830号
「特別清算における裁判所の監督のための調査と処分J平成7 年3月 判 !
例タイムズ866号
「知的財産権と証拠の保全J平成7 年5月 知的財産研究所5 周年記念論
文集 『知的財産の潮流』
「トレッドシークレットと証拠の保全J平成7 年 9月 特許研究20号(特
許庁)
「判決原 本の保管・ 利用とデータペース化」平成7 年11月 ジュリスト1078
号
「情報倫理について」平成 8 年3月 情報科学研究16号(専修大学情報科
学研究所)
「電子商取引と法整備について」平成 8 年11月 発明93巻11号{社団法人 !
発明協会)
「企業内法務における組織としての対応」平成 9 年2月 社団法人日本ク
レジット産業協会クレジット研究所
「知的財産訴訟と証拠の確保」平成 9 年5月 日本工業所有権法学会年報
20号(日本工業所有権法学会)
「手形金請求訴訟と原 因債権の時効中断について」平成10年3月 菅原 菊
志先生古稀記念論文集『現代企業法の理論j信山社
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! I電子取引と公証制度J平成10年5月 公証法学27号( 日本公証法学会)
「不在者財産管理人， 相続財産管理人および遺言執行者」平成10年9月
青山善充=伊藤虞編 『民事訴訟法の争点 [第3 版]j 有斐閣
「破産法3 条にいう属地主義とは」平成11年 1月 三宅省三編 『現代裁判
法大系19・破産・和議』新 日本法規
ì I個人信用情報の保護と利用のあり方」平成11年2 月 クレジット研究21
号(日本クレジット産業協会)
! í消極的確認訴訟について一知的財産権紛争を中心としてー」平成11年2
月 牧野利秋判事退官記念 『知的財産法と現代社会』信山社
1 IADRによる知的財産権紛争処理」平成11年4月 CIPIC ジヤ」ナル87巻!
(財団法人 日本関税協会知的財産情報センター)
ì I法と電子マネー」平成11年10月 HASニュースNo.17(HITAC アカデ!
ミツクシステム研究会)
! I情報 化社会における 『情報倫理』の役割と機能について」平成11年9月i
加藤勝郎・柿崎栄治先生古稀記念論文集 『社団と証券の法理』商事法l
務研究会 ! 
! I知的財産権をめぐる紛争予防と紛争処理一判定制度を中心に-J平成12 1 
年3 月 知的財産研究所10周年記念論文集 r21 世紀における知的財産!
の展望J
! Iインターネット時代と新たな紛争処理システムー特に知的財産権紛争をi
中心として-J平成13 年10月 新堂幸司先生古稀祝賀 『民事訴訟法理l
論の新たな構築・上』有斐閣 i 
! í会社関係訴訟と支配人制度J平成14年3 月 大阪市立大学法学雑誌48巻l
4号(大阪市立大学法学会)
ì I強制執行の抑制の合意-不執行の合意を中心に-J平成19年7月 専修!
法学論集100号 記念号(専修大学法学会)
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「民事訴訟手続における個人情報保護J平成20年11月 法曹時報60巻11号
(財団法人法曹会)
「仔Learningにおける情報倫理一 『情報教育j 序説-J(小島喜一郎と共同
執筆)平成21年3月 情報科学研究29号(専修大学情報科学研究 所)
「個人信用情報の保護と利用の在り方について一 『情報法学』研究序説ー」
平成21年3月 クレジット研究41号(日本クレジット産業協会)
「訴訟能 力・法定代理・職務上の当事者」平成21年3月 伊藤農=山本和
彦編 『民事訴訟法の争点j 有斐閣
「公証・強制執行・倒産処理手続における個人情報保護(1)・(2・完)­
『民事訴訟手続における個人情報保護j(続)-J平成22年1月 ・ 2月
法曹時報62巻 1 号・ 2号(財団法人法曹会)
「知的財産関係訴訟における国際的訴訟競合」平成22年2月 専修大学法
学研究所紀要35号(専修大学法学研究所)
fe同Learningにおける知的財産法上の諸問題J(小島喜一郎と共同執筆)平
成22年3月 情報科学研究30号(専修大学情報科学研究所)
【コンメンタール解説】
「督促手続J昭和47年8月 小室直人=賀集唱 『基本法コンメンタール民
事訴訟法』日本評論社
「督促手続J昭和56年7月 小室直人=賀集唱 『基本法コンメンタール新
版民事訴訟法j 日本評論社
「督促手続」昭和60年10月 小室直人=賀集唱 『基本法コンメンタール民
事訴訟法第3版(2)j 日本評論社
i r督促手続J平成4 年11月 小室直人=賀集唱 『基本法コンメンタール民
事訴訟法第4版(2)j 日本評論社
! r民事訴訟法171条---181条」平成5 年 9月 谷口安 平=井上治典編 『新・
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判例コンメンタール・民事訴訟法2 j三省堂 ! 
「訴えの取下げ」平成10年2月 新堂幸司=福永有利編 『注釈民事訴訟法 !
(5) j有斐閣 i 
「訴えの取下げの効果」向上 i 
「督促手続J平成10年4月 小室直人=賀集唱=松本博之=加藤新太郎編 !
『基本法コンメンタール新民事訴訟法3 j 日本評論社 ! 
「督促手続j平成15年5月 小室直人=賀集唱=松本博之=加藤新太郎編i
『基本法コンメンタール新民事訴訟法3 [第2 版Jj 日本評論社
「督促手続」平成20年 1月 小室直人=賀集唱=松本博之=加藤新太郎編 !
『基本法コンメンタール新民事訴訟法3 [第3 版Jj 日本評論社
{判例評釈]
「公正証書作成の際の 嘱託代理人の権限の確認につき公証人の過失を認め!
国家賠償請求を認容した例 J(東京地判昭和46年7月2 日金融法務事
情628号38頁の判例評釈)昭和50年5月 公証法学 2 号
! I海難救助 料請求訴訟判例研究J(東京高判昭和47年8月28 日判例時報681
号79頁)(海商法関係を小町谷操三博士(当時・東北大学名誉教授)
が執筆し， 民事訴訟法関係を梅本吉彦が執筆)昭和50年5月 損害保
険研究35巻2 号
i I公正証書の作成嘱託と商法12条適用の有無 J(東京地判昭和48年10月13 日
週刊金融商事判例401号15頁の判例評釈)昭和50年5月 公証法学 4
号
「商工組合創立総会における定款承認取消の訴の係属中に右組合の設立が
認可され設立登記がされた場合と訴の利益J(最判昭和49年9月26 日i
民集28巻6号1283 頁の判例評釈)昭和50年6月 昭和49年度重要判例i
解説(ジュリスト590号)
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「公示催告期 日不出頭後の新期 日における申立人の再度の欠席と手続の帰
趨J(東京大学商法研究会における判例報告成果の発表) 昭和51年5
ジ、ユリスト612号月
「債権者委員長による全債権の譲受一信託法11条に反するかJ(東京地判昭
和49年12月25日判例タイムズ322号198頁の判例評釈) 昭和51年10月
倒産判例百選
「債権者委員長の受けた特別の利益と公序良俗J(東京大学商法研究会にお
ジュリスト657号ける判例報告成果の発表) 昭和53年2月
「手形金請求訴訟と原因債権の時効の中断J(東京大学商法研究会における
ジ、ユリスト670号判例報告成果の発表) 昭和53年8月
「建物収去土地明渡請求訴訟及びその判決に対する請求異議訴訟で敗訴し
た借地上の建物譲受人と建物買取代金請求訴訟J(東京高判昭和53年
Law School 7月26 日判例時報904号66頁の判例評釈) 昭和54年8月
No.11 
「消費生活協同組合の総会決議不存在確認の訴えの適否・定款の定めと異
なる消費生活協同組合の総会招集手続が総会決議不存在の事由に当た
らないとされた事例J (東京大学商法研究会における判例報告成果の
ジ、ユリスト704号発表) 昭和54年11月
「抽象的な法令違憲の訴J(最判昭和27年10月 8 日民集 6 巻9号783頁の判
石川明編『基本判例双書・ 民事訴訟法J同文例解説) 昭和55年7月
館
「他人間の法律関係の確認J(大判昭和 5 年7月14日民集 9 巻10号730頁の
判例解説) 向上
epd+t
「国籍訴訟J(最判昭和32年7月20 日民集11巻7 号1314頁の判例解説) 向上
「学校法人の理事会等の決議無効確認の訴J(最判昭和47年11月 9 日民集26 i 
巻 9号1513頁の判例解説) 向上 ! 
i I口頭弁論終結後の相殺J(最判昭和40年4 月 2 日民集19巻3 号539頁の判i
例解説)向上 ! 
「相殺の抗弁 J(最判昭和35年12月23 日民集14巻14号3166頁の判例解説)同!
「共同出願人の一人の提起した審決取消請求訴訟の適法性J(東京大学商法i
ジュリスト724i 
「手形債権の確定と原因債権の消滅時効J(東京大学商法研究会における判|
「同一債権の訴求と相殺J(名古屋高判昭和50年6月26 日下級民集26巻5--­
「破産状態における同行相殺と不当利得 J(東京大学商法研究会における判!
「救済融資のための担保提供と否認J(東京大学商法研究会における判例報i
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上
研究会における判例報告成果の発表)昭和55年9月
Eコ方
ジ、ユリスト750号例報告成果の発表)昭和56年10月
民事訴訟法判例百選(第2 版)8 号525頁の判例評釈)昭和57年5月
ジュリスト776号例報告成果の発表)昭和57年10月
ジュリスト783号告成果の発表)昭和58年2 月
「文書提出命令と不提出の効果 J(大阪地判昭和58年12月 9 日判例タイムズ
特許判例百選 [第2 版]514号295頁の判例評釈)昭和60年12月
「計算書類及び株主名簿閲覧等請求訴訟における遺言執行者の原告適 格」
(東京大学商法研究会における判例報告成果の発表)昭和60年12月
ジュリスト850号
「人工ダイアモンド製造装置に関する特許権侵害請求と特許発明の技術的 t
範囲の認定 J(東京地判昭和59年10月26 日判例タイムズ543号216頁の
特許管理36巻 1 号
n遺産確認の訴』の適否 J(最判昭和61年3月13 日民集40巻2 号389頁の判
例評釈)昭和63年11月 家族法判例百選 [第4 版]
i I株券に対する強制執行J(大判大正 8 年6月23 日民録25輯1085頁の判例評i
判例評釈)昭和61年 1月
P庁
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i 釈)昭和63年12月 新証券・ 商品取引判例百選
r交通事故被害者の診 断書・診療報酬明細書等と文書提出命令J(東京大学
! 商法研究会における判例報告成果の発表)平成元年9月 ジュリスト
941号
「退職金債権の破産法上の取扱いJ(最判昭和44年 9月 2 日民集23巻 9号
1641頁の判例評釈)平成 2 年 2月 新倒産判例百選
「供託申請事件についての供託官の審査権限の範囲J(最判昭和59年11月26
日判例時報1149号87頁の判例評釈)平成 2 年4月 供託先例判例百選
「二重起訴と相殺の抗弁J(最判昭和63年3月15日民集42巻3 号170頁の判
例評釈)平成4 年1月 民事訴訟法判例百選 I
「磁気テープの証拠調べJ(大阪高決昭和53年3月 6 日高民集31巻1 号38頁
の判例評釈)平成4 年2月 民事訴訟法判例百選E
「引換え給付判決の執行と相殺J(東京高決昭和54年12月25日判例時報958
号73頁の判例評釈)平成6 年5月 民事執行法判例百選
n遺産確認の訴』の適否J(最判昭和61年3月13日民集40巻 2号389頁の判
例評釈)平成7 年1月 家族法判例百選 [第5版]
「二重起訴と相殺の抗弁J(最判昭和63年3月15日民集42巻3 号170頁の判
例評釈)平成10年2月 民事訴訟法判例百選1 [新法対応補正版]
「磁気テープの証拠調べJ(大阪高決昭和53年3月 6 日高民集31巻1 号38頁
の判例評釈)平成10年3月 民事訴訟法判例百選n [新法対応補正版]
「取締役会の決議を経ないゴルフ会員権の購入の効力J(札幌高判平成8 年
4月23日資料版商事法務146号33頁の判例解説)平成11年5月 服部
栄三編 『平成会社判例 150集j(商事法務研究会)
「株主代表訴訟における， 当該会社の被告取締役への補助参加J(名古屋地
決平成8 年3月29日判例時報1588号148頁の判例解説)向上 向上
「供託申請事件についての供託官の審査権限の範囲J(最判昭和59年11月26
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日判例時報1149号87頁の判例評釈)平成13年7月 供託先例判例百選
[第2 版]
「取締役会の決議を経ないゴルフ会員権の購入の効力J(札幌高判平成8 年
4 月23 日資料版商事法務146号33頁の判例解説)平成14年2月 服部
栄三編 『平成会社判例 175集j (商事法務研究会)
「代表訴訟と当該会社の被告取締役への補助参加J(名古屋地決平成8 年3
月29 日判例時報1588号148頁の判例解説)向上
「具体的相続分の価額又は割合の確認の利益J(最判平成12年2月24 日民集
54巻2 号523頁の判例評釈)平成14年5月 家族法判例百選 [第6版]
「相殺の可否一手形買戻代金債権と 『前に生じたる原因』一J(最判昭和40
年11月 2 日民集19巻8 号1927頁の判例評釈)平成14年9月 倒産判例
百選 [第3版]
ì r再審の原告適 格J(最判昭和46年6月 3 日判例時報634号37頁の判例評釈)
平成15年12月 民事訴訟法判例百選 [第3版]
! r不適当な訴訟活動を理由とする勝訴当事者への訴訟費用負担J(東京地判
平成12年3月27 日判例時報1711号137頁の判例評釈)平成16年2月
特許判例百選 [第3版]
「ヲ|換え給付判決の執行と相殺J(東京高決昭和54年12月25 日判例時報958
号73頁の判例評釈)平成17年8月 民事執行・ 保全判例百選
「相殺の可否一手形買戻代金債権と 『前に生じたる原因』一 J(最判昭和40
年11月 2 日民集19巻8 号1927頁の判例評釈)平成18年10月 倒産判例
百選 [第4 版]
[書評]
経営法友会編 『会社法務部ーその任務と活動』昭和52年3月 中央評論139
号(中央大学)
' ぺ弘�.. 
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( 斎藤秀夫=鈴木正裕=林屋礼二=河野正憲 『逸話で語る民訴学者の面影』 l 
l 
平成 9 年11月 月刊法学教室206号
|三ヶ月章 『司法評論1 . II . m j  (有斐閣・ 平成17年)平成17年11月 ジ
ュリスト1301号
契約法における民法と民事訴訟法の交錯一平井宜雄著 『債権各論・ I上
契約総論Jについて 平成22年 1月 専修大学法学研究所所報No.40
[学会報告]
「判例検索システムの諸問題J(個別報告)昭和61年 2月 文部 省科学研究
「交通災害」特定研究成果報告会
「情報化社会における民事訴訟法J(個別報告)昭和61年5月 民事訴訟法
学会
「判例検索システムJ(個別報告)昭和62年 2月 第一回 「大学と科学J公
開シンポジウム 「現代社会における法的問題処理J(文部省主催)
「交通災害判例検索システムの開発研究J(個別報告)昭和62年 9月 情報
処理学会全国大会
「営業秘密の法的保護と民事訴訟手続J(個別報告)平成3 年10月 法とコ
ンピュータ学会
「民事訴訟法改正と公証制度J(個別報告)平成7 年6月 日本公証法学会
「知的財産訴訟と証拠の確保J(個別報告)平成8 年6月 日本工業所有権
法学会
「情報ネットワークをめぐる法 的紛争の予防と処理一民事法 の視 点 か
ら- J(個別報告)平成8 年10月 日本犯罪社会学会
「電子取 引と公証制度J(個別報告)平成9 年6月 日本公証法学会
L_ーーーーー四ーーー ー-ーーーーーーーーーーー目司自司ーー司ーーーーーーーー�-ーーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー司崎司司向ーーーーーーーー司ーーーーーーーーーーーーーーー
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その他の報告]
r国際戦略としての知的所有権J(個別報告)平成元年3月 社団法人発明 i
I 協会 ! 
「電子商取引と民事訴訟法J(個別報告)平成2 年10月 金融制度調査会・ 1 
大蔵省銀行局
「電子商取引における証拠などの問題についてJ(個別報告)平成2 年11月
日本銀行金融研究所
「情報倫理についてJ(個別報告)平成7 年5月 専修大学情報科学研究所i
rADRによる知的財産権紛争処理ーより円満な紛争解決への道一J(個別
報告)平成11年 1月 財団法人 日本関税協会
「第3 回大学評価セ ミナー〔事例報告・大学評価を受けた立場から JJ(個
別報告)平成14年3月 大学評価研究2 号(財団法人大学基準協会)
[その他】
「無体財産権素描J(工業所有権と著作権(1))昭和60年5月 月報発明232
号(社団法人発明協会)
「コピー文化と著作権J(工業所有権と著作権(2))昭和60年5月 月報発
明233号
「コピー文化と著作権(その 2 )J (工業所有権と著作権(3))昭和60年6
月 月報発明234号
! I共同開発と共同出願J(工業所有権と著作権(4))昭和60年7月 月報発
明235号 !
「共同開発と紛争予防J(工業所有権と著作権(5))昭和60年8月 月報発 |
明236号 i
「紛争処理と方法J(工業所有権と著作権(6))昭和60年9月 月報発明237 ! 
号 |
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p・a・-・向ーーーーー司自由目司自幅四四国司四四ーー明司向『ーーーーーー自由司自ーーーーーーーーー尚ーーー自由司自ーーーーーーーーーーーーー四司向ーーーーーーーーーー同司ーーーーー間同何回目白ーーーーーーーーーーー司自由目司、
「紛争予防とその対策J(工業所有権と著作権(7))昭和60年10月 月報発
明238号
「コンピュータ・プログラムの保護J(工業所有権と著作権(8))昭和60年
11月 月報発明239号
「コンピュータ・プログラムの保護(2)J (工業所有権と著作権(9))昭和
60年12月 月報発明240号
「コンピュータ・プログラムの保護(3)J (工業所有権と著作権(10))昭
和61年 1月 月報発明241号
! rデータベ}スと法的保護J(工業所有権と著作権(11))昭和61年 2月
月報発明242号
rデータベースと法的保護(2)J (工業所有権と著作権〈ロ))昭和61年3
1 月 月報発明243号
rデータベースと法的保護(3)J (工業所有権と著作権〈ゆ)昭和畔4
月 月報発明244号
「訴訟手続と証拠の収集J(工業所有権と著作権(14))昭和61年6月 月
報発明246号
「訴訟手続と証拠の収集(2)J (工業所有権と著作権(15))昭和61年7月
月報発明247号
r訴訟手続と証拠の収集(3)J (工業所有権と著作権(16))昭和61年8月
| 月報発明248号
「訴訟手続と証拠の収集(4)J (工業所有権と著作権(17))昭和61年 9月
月報発明249号
「訴訟手続と証拠の収集(5)J(工業所有権と著作権(18))昭和61年10月
i 月報発明250号
! r訴訟手続と証拠の収集(6)J (工業所有権と著作権(19))昭和61年12月
i 月報発明252号
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「主張責任と挙証責任 J(工業所有権と著作権(20))昭和62年 1月 月報
発明253号
「主張責任と挙証責任(2)J (工業所有権と著作権(21))昭和62年2 月月
報発明254号
「主張責任と挙証責任(3)J (工業所有権と著作権(22))昭和62年3月月
報発明255号
i I紛争処理と裁判管轄 J(工業所有権と著作権(23))昭和62年4 月 月報
発明256号
! r紛争処理と裁判管轄(2)J (工業所有権と著作権(24))昭和62年5月月
報発明257号
「紛争処理と裁判管轄(3)J (工業所有権と著作権(25))昭和62年6月月
報発明258号
「技術開発と不起訴の特約J(工業所有権と著作権(26))昭和62年7月
月報発明259号
「特許部と法務部 J(工業所有権と著作権(27))昭和62年8月 月報発明i
260号
「特許部と法務部(2)J (工業所有権と著作権(28))昭和62年9月 月報
発明261号
「特許部と法務部(3)J (工業 所有権と著作権(29))昭和62年10月 月報
発明262号
「紛争処理J(工業所有権と著作権(30))昭和62年11月 月報発明263号
月報発明264
月報発明265
「特許法改正と明細書J(工業所有権と著作権(33))昭和63年2 月 月報!
「紛争処理(2)J (工業所有権と著作権(31))昭和62年12月
o す
「紛争処理(3)J (工業所有権と著作権(32))昭和63年 1月
Eヨす
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発明266号
「特許法 改正と明細書(2)J (工業 所有権と著作権(34)) 昭和63年3月
月報発明267号
! r特許法 改正と明細書(3)J (工業 所有権と著作権(35)) 昭和63年4月
月報発明268号
「特許審査の促進 J(工業所有権と著作権(36)) 昭和63年5月 月報発明
269号
「技術開発と法 J(工業 所有権と著作権(37 ・完)) 昭和63年6月 月報発
明270号
「判例検索システム」昭和62年7 月
第一回 「大学と科学」公開シンポジウム組織委員会編 『現代社会における
法的問題処理一交通災害および家族問題-j(出版科学総合研究所)
i その他， 林大=山田卓生編 『法律類語辞典j(昭和59年・ 有斐閣)， 金森久!
夫編集代表 『情報教育事典j (平成20年・丸善) 等に執筆
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